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（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営んでいる事業の内容に重要な

変更はありません。また、主要な関係会社の異動もありません。

なお、当第１四半期連結会計期間より報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第４ 経理の状況

１ 四半期連結財務諸表 注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第68期

第１四半期
連結累計期間

第69期
第１四半期
連結累計期間

第68期

会計期間
自 平成24年10月１日
至 平成24年12月31日

自 平成25年10月１日
至 平成25年12月31日

自 平成24年10月１日
至 平成25年９月30日

売上高（千円） 2,902,132 2,859,269 15,160,226

経常損失（△）（千円） △310,273 △354,419 △8,792

四半期（当期）純損失（△）（千円） △442,653 △396,642 △202,239

四半期包括利益又は包括利益（千円） △441,838 △393,670 △192,011

純資産額（千円） 3,292,704 3,132,349 3,542,358

総資産額（千円） 13,542,186 15,827,356 15,025,107

１株当たり四半期（当期）純損失金額

（△）（円）
△31.62 △28.34 △14.45

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）

純利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） 23.9 19.6 23.2

２【事業の内容】
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当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生または前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

(1) 業績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新政権が掲げる経済政策や日銀による金融政策などを背景に

株価の上昇や円高是正、公共投資の増加など一部に持ち直しの動きが見られました。一方、海外経済においては、

米国は緩やかな回復基調が続いておりますが、中国は成長の鈍化が鮮明になり、新興国では成長に減速感が見られ

るなど世界経済を巡る不確実性は深まり、国内製造業の生産活動はまだまだ厳しい状況で推移しました。

当社グループを取り巻く環境におきましては、大学等に大規模な研究開発関連予算が成立したことや製造業の海

外進出など好材料はあったものの、民間設備投資の動きは依然として低位であったことから厳しい環境は継続しま

したが、当期間における受注高につきましては前年を上回る量を確保することができました。

このような事業環境の中、当社グループは事業セグメントを越えたグループ間の協力体制を強化したうえで、顧

客ニーズに応える戦略的な提案営業と採算性を重視した売上確保に重点を置き取り組んでまいりましたが、機械装

置事業の減収が響き、当第１四半期連結累計期間における当社グループの売上高は2,859百万円（前年同期比1.5％

減）、営業損失は333百万円（前年同期は286百万円の営業損失）、経常損失は354百万円（前年同期は310百万円の

経常損失）、四半期純損失は396百万円（前年同期は442百万円の四半期純損失）となりました。

セグメントの業績は、次のとおりであります。

なお、当第１四半期連結会計期間より報告セグメントの区分を変更しており、以下の前年同四半期比較について

は、前年同四半期の数値を変更後のセグメント区分に組替えた数値で比較しております。

① 施設機器

当社グループの主要事業であります施設機器におきましては、研究開発関連予算の増加を追い風に、実験台や

ドラフト関連の主力商品やサービスの売上及び受注は順調に推移しています。主要顧客であります大学や官公庁

からの引合い件数も活発であり前年を上回る実績となりました。また、厳しい受注環境は続いていますが、昨年

度より取り組んでいます積極的な原価削減により売上総利益率も高水準を維持できております。その結果、売上

高は1,978百万円（前年同期比15.8％増）、営業損失は100百万円（前年同期は159百万円の営業損失）となりま

した。

② 機械装置

機械装置におきましては、厳しい事業環境の中、当社グループを挙げて新商品開発やコスト競争力の強化に努

めるなど、積極的な事業展開に注力してまいりましたが、民間設備投資が低調であることから厳しい受注競争が

継続する状況となりました。特に、医薬品メーカー向けの売上が減少したことや半導体製造関連装置の特需の影

響で前年同期を下回ることになりました。

この結果、売上高は881百万円（前年同期比26.2％減）、営業損失は93百万円（前年同期は３百万円の営業利

益）となりました。

(2) 財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末の資産につきましては、前連結会計年度末から 百万円増加して 百万円と

なりました。流動資産は前連結会計年度末から 百万円増加し 百万円、固定資産は前連結会計年度末から

百万円増加して 百万円、繰延資産は19百万円となりました。

流動資産の増加の主な要因は、現金及び預金が 百万円増加したことによるものであります。

固定資産の増加の主な要因は、有形固定資産が 百万円増加したことによるものであります。

負債につきましては、前連結会計年度末から 百万円増加して 百万円となりました。流動負債は前連

結会計年度末から 百万円増加して 百万円、固定負債は前連結会計年度末から 百万円増加して 百

万円となりました。

流動負債の増加の主な要因は、支払手形及び買掛金が 百万円増加したことによるものであります。

固定負債の増加の主な要因は、社債が 百万円増加したことによるものであります。

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

２【経営上の重要な契約等】

３【財政状態及び経営成績の分析】

802 15,827

769 8,478 31

7,328

731

75

1,212 12,695

1,147 7,799 65 4,895

891

126
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(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(4) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、38百万円であります。

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

(5) 主要な設備

① 前連結会計年度末において計画中であった主要な設備の新設について、当第１四半期累計期間に完成したもの

は、次のとおりであります。

② 当第１四半期連結累計期間において、以下の主要な設備を売却しております。

また、当第１四半期連結会計期間末より、この四半期報告書提出日までに売却した主要な設備は、以下のとお

りであります。

会社名
事業所名

所在地 セグメントの名称 設備の内容
投資総額
（千円）

完成年月

不二パウダル㈱

本社及び工場

大阪府

東大阪市
機械装置

機械装置生産

研究開発

その他設備

1,535,569 平成25年11月

会社名
事業所

（所在地）
セグメントの名称 設備の内容

帳簿価額
（千円）

売却年月

不二パウダル㈱
野江

（大阪市城東区）

施設機器

機械装置

研究開発

施設設備

その他設備

119,287 平成25年12月

会社名
事業所

（所在地）
セグメントの名称 設備の内容

帳簿価額
（千円）

売却年月

不二パウダル㈱
本社

（大阪市城東区）
機械装置

研究開発

その他設備
57,379 平成26年１月
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①【株式の総数】

②【発行済株式】

該当事項はありません。

該当事項はありません。

該当事項はありません。

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 42,000,000

計 42,000,000

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
(平成25年12月31日)

提出日現在発行数（株）
(平成26年２月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 14,197,438 14,197,438

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数

1,000株

計 14,197,438 14,197,438 － －

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高

（千円）

平成25年10月１日～

平成25年12月31日
－ 14,197,438 － 1,387,182 － 1,113,302

（６）【大株主の状況】
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当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成25年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

②【自己株式等】

（７）【議決権の状況】

平成25年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 199,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 13,951,000 13,951 －

単元未満株式 普通株式 47,438 － －

発行済株式総数 14,197,438 － －

総株主の議決権 － 13,951 －

平成25年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社ダルトン
東京都中央区築地五丁目

６番10号
199,000 － 199,000 1.40

計 － 199,000 － 199,000 1.40
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該当事項はありません。

２【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成25年10月１日から平

成25年12月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成25年10月１日から平成25年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

第４【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成25年９月30日)

当第１四半期連結会計期間
(平成25年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,382,657 3,114,431

受取手形及び売掛金 3,892,669 ※2  3,218,803

商品及び製品 604,141 1,096,018

仕掛品 153,713 280,749

原材料及び貯蔵品 378,412 395,166

その他 307,152 379,631

貸倒引当金 △9,275 △5,969

流動資産合計 7,709,471 8,478,832

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 681,773 1,734,467

機械装置及び運搬具（純額） 147,664 124,781

土地 3,159,995 3,311,237

その他（純額） 1,417,340 312,009

有形固定資産合計 5,406,773 5,482,495

無形固定資産

のれん 288,820 279,499

その他 633,221 612,192

無形固定資産合計 922,041 891,691

投資その他の資産

投資有価証券 81,937 89,988

その他 886,582 865,106

貸倒引当金 △320 △318

投資その他の資産合計 968,199 954,776

固定資産合計 7,297,015 7,328,964

繰延資産 18,620 19,560

資産合計 15,025,107 15,827,356
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成25年９月30日)

当第１四半期連結会計期間
(平成25年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 2,824,659 ※2  3,716,644

短期借入金 2,542,653 2,656,220

1年内償還予定の社債 128,400 157,700

未払法人税等 36,831 15,966

賞与引当金 139,710 81,201

製品保証引当金 23,580 22,842

移転損失引当金 178,996 56,142

その他 778,001 1,093,137

流動負債合計 6,652,832 7,799,856

固定負債

社債 668,000 794,700

長期借入金 2,055,860 2,023,800

退職給付引当金 883,205 884,464

役員退職慰労引当金 144,996 136,487

資産除去債務 32,715 30,959

その他 1,045,139 1,024,739

固定負債合計 4,829,916 4,895,150

負債合計 11,482,749 12,695,007

純資産の部

株主資本

資本金 1,387,182 1,387,182

資本剰余金 1,116,886 1,116,886

利益剰余金 1,030,076 633,433

自己株式 △60,101 △60,282

株主資本合計 3,474,043 3,077,220

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 18,189 22,243

その他の包括利益累計額合計 18,189 22,243

少数株主持分 50,125 32,886

純資産合計 3,542,358 3,132,349

負債純資産合計 15,025,107 15,827,356
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成24年10月１日
至 平成24年12月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成25年10月１日
至 平成25年12月31日)

売上高 2,902,132 2,859,269

売上原価 1,879,396 1,850,535

売上総利益 1,022,736 1,008,734

販売費及び一般管理費 1,308,949 1,342,252

営業損失（△） △286,213 △333,518

営業外収益

受取利息 120 217

持分法による投資利益 291 －

貸倒引当金戻入額 2,672 1,500

その他 5,651 10,548

営業外収益合計 8,736 12,266

営業外費用

支払利息 18,247 20,424

手形売却損 5,211 4,242

その他 9,337 8,500

営業外費用合計 32,796 33,167

経常損失（△） △310,273 △354,419

特別利益

固定資産売却益 640 －

負ののれん発生益 － 14,157

受取補償金 14,960 －

特別利益合計 15,600 14,157

特別損失

移転関連費用 － 46,189

移転損失引当金繰入額 178,996 －

特別損失合計 178,996 46,189

税金等調整前四半期純損失（△） △473,668 △386,451

法人税、住民税及び事業税 12,372 11,646

法人税等調整額 △41,253 △353

法人税等合計 △28,880 11,293

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △444,788 △397,745

少数株主損失（△） △2,134 △1,102

四半期純損失（△） △442,653 △396,642
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成24年10月１日
至 平成24年12月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成25年10月１日
至 平成25年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △444,788 △397,745

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 2,345 4,074

繰延ヘッジ損益 357 －

持分法適用会社に対する持分相当額 247 －

その他の包括利益合計 2,950 4,074

四半期包括利益 △441,838 △393,670

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △439,724 △392,589

少数株主に係る四半期包括利益 △2,113 △1,081
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１ 受取手形割引高は、次のとおりであります。

前第１四半期連結累計期間（自 平成24年10月１日 至 平成24年12月31日）及び当第１四半期連結累計期間

（自 平成25年10月１日 至 平成25年12月31日）

当社グループの売上高は、第２四半期連結会計期間及び第４四半期連結会計期間に集中しており、第１四半期

連結会計期間及び第３四半期連結会計期間は相対的に少なくなる傾向があります。

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成24年10月１日 至 平成24年12月31日）

配当に関する事項

該当事項はありません。

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成25年10月１日 至 平成25年12月31日）

配当に関する事項

該当事項はありません。

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成25年９月30日）

当第１四半期連結会計期間
（平成25年12月31日）

受取手形割引高 千円774,856 千円1,511,923

※２ 四半期連結会計期間末日満期手形

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。な

お、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が四半

期連結会計期間末残高に含まれております。

前連結会計年度
（平成25年９月30日）

当第１四半期連結会計期間
（平成25年12月31日）

受取手形 千円－ 千円4,434

割引手形 － 119,845

支払手形 － 475,568

（四半期連結損益計算書関係）

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自 平成24年10月１日
至 平成24年12月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成25年10月１日
至 平成25年12月31日）

減価償却費 千円50,522 千円76,460

のれんの償却額 9,320 9,320

（株主資本等関係）
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Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成24年10月１日 至 平成24年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（単位：千円）

（注）１．セグメント利益又はセグメント損失の調整額 千円は、各報告セグメントに配分していない全社費

用であります。全社費用は、主に事業セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益又はセグメント損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成25年10月１日 至 平成25年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（単位：千円）

（注）１．セグメント損失の調整額 千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。全社

費用は、主に事業セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

２．報告セグメントの変更等に関する事項

当第１四半期連結会計期間より、会社組織の変更に伴い報告セグメントを従来の「科学研究施設」から

「施設機器」に、「粉体機械等」から「機械装置」に名称を変更し、「科学研究施設」に含まれていたシ

ステム機器事業を「機械装置」に含めております。

なお、前第１四半期連結累計期間のセグメント情報は、会社組織変更後の報告セグメントの区分に基づ

き作成したものを開示しております。

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（重要な負ののれん発生益）

「機械装置」セグメントにおいて、連結子会社である㈱昭和化学機械工作所の自己株式取得により、負

ののれん発生益14,157千円を計上しております。なお、負ののれん発生益は特別利益のため、セグメント

利益には含めておりません。

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

報告セグメント 調整額
（注）１

四半期連結損益
計算書計上額

(注)２施設機器 機械装置 計

売上高

外部顧客への売上高 1,708,088 1,194,044 2,902,132 － 2,902,132

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － － －

計 1,708,088 1,194,044 2,902,132 － 2,902,132

セグメント利益又は

セグメント損失（△）
△159,690 3,281 △156,408 △129,804 △286,213

△129,804

報告セグメント 調整額
（注）１

四半期連結損益
計算書計上額

(注)２施設機器 機械装置 計

売上高

外部顧客への売上高 1,978,001 881,268 2,859,269 － 2,859,269

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － － －

計 1,978,001 881,268 2,859,269 － 2,859,269

セグメント損失（△） △100,574 △93,153 △193,728 △139,790 △333,518

△139,790
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１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

該当事項はありません。

（１株当たり情報）

前第１四半期連結累計期間
（自 平成24年10月１日
至 平成24年12月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成25年10月１日
至 平成25年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額（△） 円 銭△31 62 円 銭△28 34

（算定上の基礎）

四半期純損失金額（△）（千円） △442,653 △396,642

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失金額（△）（千円） △442,653 △396,642

普通株式の期中平均株式数（株） 13,998,513 13,997,001

２【その他】
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該当事項はありません。

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ダルト

ンの平成25年10月１日から平成26年９月30日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成25年10月１日から平成

25年12月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成25年10月１日から平成25年12月31日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ダルトン及び連結子会社の平成25年12月31日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

独立監査人の四半期レビュー報告書

平成26年２月13日

株式会社ダルトン

取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 斎藤 昇 印

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 田中 徹 印

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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